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■ はじめに
「旭川市の決算はどうだったの？」は，決算の内容や様々な数値の意味について解説

するとともに，グラフや図表を使って，分かりやすく皆さんにお知らせするため，毎年

作成しています。

この冊子をご覧いただき，旭川市の決算と取組についてご理解をいただければ幸いで

す。
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■ 会計区分について
市の仕事の範囲は広く複雑なので，旭川市では，次のとおり会計を区分しています。

・ 一般会計

道路や公園の整備，除排雪，学校の建設，

福祉事業，市民活動の支援，ごみ処理，健康

づくりなど，市民生活全般にわたる支出や収

入などを経理する基本的な会計です。

・ 特別会計

特定の収入を特定の事業に使う場合など，

一般会計と区別して経理する必要がある場合

に設けている会計で，国民健康保険事業や

動物園事業などがあります。

また，特別会計の中でも水道事業，下水道

事業，病院事業は地方公営企業法の適用を受

け，料金収入等によってサービス提供や経営

を行っているため，「公営企業会計」といいま

す。

・ 普通会計

全国の各市町村の決算状況を比較するため，国（総務省）が定義している会計で

す。旭川市の普通会計には，一般会計のほか，動物園事業特別会計，育英事業特

別会計，母子福祉資金等貸付事業特別会計が含まれます。

※ 決算は通常円単位で行いますが，この冊子では分かりやすくするために，万円単位などで表示します。

そのため，四捨五入等の端数処理により，金額や割合の合計などが合わない場合があります。

※ 普通会計は，総務省の確定前数値で作成しています。

※ 他都市の財務指標と数値は，確定前のものです。

,国民健康保険事業

公共駐車場事業

介護保険事業

後期高齢者医療事業

普通会計

１

動物園事業

育英事業

母子福祉資金等貸付事業

一般会計

特別会計

公営企業会計

水道事業

下水道事業

病院事業
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令和4年度の一般会計の実質収支額（注１）は38億8,235万円となりました。この2分の1の19億4,118万円
を財政調整基金（注２）に積み立て，残りを翌年度に繰り越しました。

公営企業会計では，将来の企業経営に備えて行う施設整備などに伴う資本的収支において，不足額が

発生しました。これらの不足額は，積立金や減価償却費などの内部留保資金で補塡しました。

注１【実質収支額】
歳入決算額から歳出決算額を差し引き，そこから翌年度に繰り越した事業に使う財源を除いた収支額で，決算

剰余金ともいいます。一般的には，市の決算は，この実質収支額で説明します。
注２【財政調整基金】

災害など予期しない支出に備え，また，市の収支の状況により積み立てる・取り崩すなど，年度間の財政調整の
役割を果たす基金（貯金）です。条例により，実質収支額の 2分の 1に相当する額は財政調整基金に編入すること
になっています。

令和４年度の決算はどうだったの？

区 分 歳入 歳出 差引
翌年度
繰越財源

実質収支額

一 般 会 計 1,909 億
6,861 万円

1,869 億
9,247 万円

39億
7,614 万円 9,379 万円

38 億
8,235 万円

特

別

会

計

国 民 健 康保 険 事業 349億
5,287 万円

346 億
2,500 万円

3億
2,787 万円 0円

3億
2,787 万円

動 物 園 事 業 14億
3,549 万円

14 億
3,549 万円 0円 0円 0円

公 共 駐 車 場 事 業
9,191 万円 9,191 万円 0円 0円 0円

育 英 事 業 1億
6,736 万円

1億
6,471 万円 265万円 0円 265 万円

介 護 保 険 事 業 367億
9,807 万円

360 億
3,454 万円

7億
6,353 万円 0円

7億
6,353 万円

母 子 福 祉 資 金 等
貸 付 事 業

3億
7,040 万円

1億
2,708 万円

2億
4,332 万円 0円

2億
4,332 万円

後期高齢者医療事業 56億
4,391 万円

56 億
4,040 万円 351万円 0円 351 万円

小 計 794億
6,001 万円

781 億
1,913 万円

13億
4,088 万円 0円

13 億
4,088 万円

合 計 2,704 億
2,862 万円

2,651 億
1,160 万円

53億
1,702 万円 9,379 万円

52 億
2,323 万円

区 分 収入 支出 差引

公
営
企
業
会
計

水道事業
収益的 65 億 1,122 万円 55 億 5,702 万円 9億 5,420 万円

資本的 23 億 4,472 万円 59 億 7,669 万円 △36 億 3,197 万円

下水道事業
収益的 89 億 8,929 万円 84 億 1,798 万円 5億 7,131 万円

資本的 35 億 6,645 万円 65 億 6,820 万円 △30億 175 万円

病院事業
収益的 127 億 1,978 万円 120 億 6,989 万円 6億 4,989 万円

資本的 15 億 2,268 万円 18 億 9,796 万円 △3億 7,528 万円
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■ 令和４年度の一般会計歳入の予算と決算

令和4年度歳入決算は，国庫支出金（27.4%）が最も大きな割合を占めています。
次に，市税（21.2%），地方交付税（18.0%）となり，毎年，この３つが上位を占めています。

注３【臨時財政対策債】
平成13年度から，国が地方に交付すべき財源のうち，不足分を国と地方が折半して補うことになり，その地方負担

分を補うために借り入れる市債（借金）のことです。
臨時財政対策債の元利償還額（元金と利子の合計額）は，後年度の地方交付税の計算に算入され，地方公共団体の

財政運営に支障が生じないように措置されることになっています。

令和４年度の一般会計の歳入決算はどうだったの？

決算額
1,909 億 6,861 万円

国庫支出金 523億 3,883万円（ 91.0%）
個別の事業ごとに国から交付される補助金などです。

道支出金 150億 9,562万円（ 89.4%）
国庫支出金と同様に，個別の事業ごとに北海道から交付

される補助金などです。

市債 155億 3,416万円（ 82.4%）
公共施設の建設などのために市が行う借金です。

※ この中には，臨時財政対策債（25億 9,416万円）が
含まれています。

その他 243億 9,098万円（ 81.4%）
貸付金の元利収入や使用料などです。

市税
(構成比率
21.2%)

地方交付税
(18.0%)

(4.6%)

国庫支出金
(27.4%)

道支出金
(7.9%)

市債
(8.1%)

その他
(12.8%)

地 方
消費税
交付金

市税

地方交付税

国庫支出金

道支出金

市債

その他

市税 404億 8,118万円
（対予算執行率 100.2%）

市民税，固定資産税，軽自動車税，市たばこ税，入湯税，

事業所税，都市計画税の収入です。

主な収入

市民税 176億 1,650万円
固定資産税 146億 5,350万円

地方交付税 342億 7,094万円（101.9%）
所得税，法人税，酒税，消費税の一定割合と，地方法人税

の全額が市の財政力に応じて交付されます。

※ 臨時財政対策債（注３）（25 億 9,416万円）を合わせた
実質的な交付税の額は，368億 6,510万円（構成比率
19.3%）になります。

地方消費税交付金 88億 5,690万円（101.9%）
国に納められた消費税のうち一定割合が北海道に，

さらにその 1/2が道内の市町村に交付されます。

予算現額
2,059 億 9,055 万円
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■ 令和４年度の一般会計歳出の予算と決算

令和4年度歳出決算は，民生費の支出が最も多く，全体の42.9％を占め，次に，職員費（9.7%），公債
費（9.3%），衛生費（9.0%）の順となっています。
衛生費の割合は，新型コロナウイルス感染症の陽性者数が増えたことに伴い，自宅療養セットの配付が

増え，事業費が増加したことにより，例年と比較して大きくなっています。

注４【繰出金】
市の会計は，一般会計・特別会計に分けて経理していますが，各会計で実施する事業の財源とするために，会計

間で資金を移動することがあります。他の会計へ資金を移す場合は「繰出金」といい，他の会計から資金を受け入
れる場合は「繰入金」といいます。公営企業会計へ繰り出すときは，負担金・補助金・出資金として支出しますが，
まとめて「繰出金」ということもあります。

令和４年度の一般会計の歳出決算はどうだったの？

予算現額
2,059 億 9,055 万円

教育費 112億 9,279万円（ 77.6%）
学校の維持補修や整備，図書館・公民館の運営，生涯

学習活動などの経費です。

千代田小学校増改築費 22億 7,955万円

決算額
1,869 億 9,247 万円

民生費
(42.9%)

民生費

衛生費
(9.0%)

農林水産業費
商工費(7.3%)

土木費
(8.2%)

教育費
(6.0%)

公債費
(9.3%)

職員費
(9.7%)

衛生費

農林水産業費
商工費

土木費

教育費

公債費

職員費
その他

職員費 181億 9,103万円（ 97.8%）
市職員の給料，退職手当などの経費です。

土木費 154億 3,681万円（ 88.8%）
道路や公園，市営住宅の整備，除排雪などの経費です。

除雪費 35億 7,768万円
道路側溝整備費 31億 1,615万円

農林水産業費・商工費 136億 6,245万円（ 75.8%）
農林業や商工業の指導育成や支援のほか，地場産品の

消費・販路拡大，観光振興などの経費です。

中小企業振興資金融資事業費 58億 4,903万円

公債費 172億 9,952万円（ 99.9%）
これまで借り入れた市債の償還（返済）などの経費です。

民生費 801億 5,231万円（ 95.1%）
生活保護や高齢者・障害者福祉などの各種福祉事業や，

子育て関連の事業などの経費です。

生活保護等費 ・ 188億 1,378万円
障害者自立支援給付費 105億 4,976万円

総務費

(0.8%)
その他 14億 1,469万円（ 89.1%）
議会費，消防費などの経費です。

総務費 127億 5,183万円
（対予算執行率 93.8%）

税・戸籍などの業務，庁舎管理，広報などの経費です。

主な支出（以下同様）

庁舎整備推進費 ・ 65億 5,336万円

総務費
(構成比 6.8%)

衛生費 167億 9,104万円（ 81.5%）
保健所の運営や市民の健康づくり，ごみの収集や処理，

公営企業会計への繰出金（注４）などの経費です。

新型コロナウイルスワクチン接種事業費

30億 4,780万円
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■ 一般会計歳入決算の推移
令和4年度歳入決算は，前年度と

比較して4億円減少しています。
内訳を見ると，新型コロナウイルス

感染症に関連し，新型コロナウイルス

感染症の陽性者数が増えたことに伴

い，自宅療養セットの配付も増え新型

コロナウイルス感染症緊急包括支援

交付金が増加した一方で，飲食店等へ

の休業要請等に伴う協力支援金の補

助金が減ったことなどにより，国・道

支出金が39億円減少しました。
また，新庁舎の整備に伴う借入額が

増えたことなどにより，市債が14億円
増加しました。

■ 一般会計歳出決算の推移
令和4年度歳出決算は，前年度と

比較して28億円増加しています。
内訳を見ると，衛生費では，自宅療

養セット配付の増加などにより，29億
円の増加となり，教育費では，千代田

小学校の増改築工事などにより，24億
円の増加となりました。

農林水産業・商工費では，飲食店等

への休業等要請に伴う協力支援金が

減ったことなどにより，45億円の減少
となり，民生費では，住民税非課税世

帯や子育て世帯への臨時特別給付金

等の支給が減ったことなどにより，24
億円の減少となりました。

これまでの一般会計決算の推移はどうなっているの？

16 15 13 13 14

185 175 173 176 182

184 179 172 172 173
81 92 124 89 113

195 169 167 135 154
84 81 103 182 137

100 92 99 139 168

613 714

1,058 826 80246
49

82
110 127

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

H24 H29 R2 R3 R4

一般会計歳出決算（目的別）の推移

総務費

民生費

衛生費

 

土木費

教育費

公債費

職員費

その他

農林水産業

・商工費

(億円)

1,504 1,566

1,842 1,870
1,991

(10 年前) (５年前)

232 265 268 315 333 
137 147 151 141 155 
386 

446 

883 713 674 
373 

321 

317 
347 343 390 400 

398 
398 405 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

H24 H29 R2 R3 R4

一般会計歳入決算の推移

市税

地方交付税

国・道支出金

市債

その他
(使用料・
手数料など)

(億円)

1,518 1,579

2,017
1,914 1,910

(10年前) (5年前)
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■ 財政力指数
財政を自前の収入でどれくらい賄っているかを表す指標に，｢財政力指数｣があります。

旭川市の財政力指数は0.536となっており，令和3年度と比較すると0.004上昇しましたが，中核市（注5）

平均の0.776と比較すると，依然として低い水準にあります。

※ この数値が「1」を超えると需要額より収入額の方が多いということなので，財政に余裕があること
になります。逆に「1」未満の場合では，必要な行政サービスを行うための収入が不足していることに
なりますので，差額分が普通交付税として国から交付されます。例えば，大企業などが所在する自治体

では，市税収入が大きいため，財政力指数が高くなる傾向にあります。

注 5【中核市】
政令指定都市を除く人口 20 万人以上の指定された都市に市民生活に関わりの深い事務権限を与える都市制度

です。
旭川市は平成 12 年 4 月 1 日に中核市に移行しており，令和 5 年 3 月 31 日現在で旭川市を含めて 62 市あります。

旭川市の財政はどれくらい自前で賄っているの？

財 政 力 指 数 ＝
基 準 財 政 収 入 額

（標準的な税の徴収を行ったという前提のもとに，歳入額を算出したもの）

基 準 財 政 需 要 額
（標準的な行政サービスを行ったという前提のもとに，歳出額を算出したもの）

0.476 
0.524 0.538 0.532 0.536

0.40 

0.50 

0.60 

0.70 

0.80 

0.90 

1.00 

H24 H29 R2 R3 R4

財政力指数の推移 普通交付税が交付されない
（財政力が強い）

普通交付税が交付される
（値が小さくなるほど財政力が弱くなる）

（10年前）    （5年前）

0.536 
0.723

0.481
0.599

0.454
0.556 

0.730 
0.769 

1.310 
0.725 

0.695 
0.776

0.0 0.5 1.0 1.5 

旭川市
札幌市
函館市
帯広市
釧路市
青森市
盛岡市

横須賀市
豊田市
奈良市
宮崎市

中核市平均

各市財政力指数
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200 195 204 209 216

465 522 519 527 532

185 179 172 172 173
149 160 157 138 202

505 510

939 796 747

0 
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1,000 

1,500 

2,000 

H24 H29 R2 R3 R4

歳出決算（性質別）の推移（一般会計）

その他

投資的

経費

公債費

扶助費

人件費

(億円)

1,504 1,566

1,870
1,991

1,842

義
務
的
経
費
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■ 安定的な財源確保の難しさ
歳入のうち，使い方が限定されて

いない財源として，市税や地方交付税

などがあります。

市税は，平成 9年度の 443億円をピ
ークに，国の減税政策や景気低迷の影

響などにより減少した後，ほぼ横ばい

の状態が続いています。

地方交付税は，歳入全体の約 2割を
占める重要な財源ですが，国の政策の

影響を受けやすいため，今後の財政の

見通しを立てにくい状況にあります。

また，地方消費税交付金は，平成 26
年度までは 40億円前後で推移してき
ましたが，令和元年 10月に消費税率
が 10%に引き上げられたことにより
増加しており，令和 4年度は 89億円
となっています。このうち，消費税の引上げ分である 48億円については，社会保障経費に充てることに
なっており，一部事業の財源として活用しました。詳しくは次のページをご覧ください。

■ 義務的経費の負担
歳出を性質別に分類した経費の

うち，人件費，扶助費（注6）及び公債費

を義務的経費といいます。

扶助費は，新型コロナウイルス感染

症の陽性者数が増えたことに伴う入

院医療費の増加により，前年度と比較

して5億円増加しました。
また人件費は，会計年度任用職員の

期末手当が増えたことなどにより7億
円増加しています。

義務的経費の歳出に占める割合が

高いと，市が独自に実施する事業に

充てることができる財源が少なく

なります。旭川市の割合は，従来，

決算額の半分以上を占めていましたが，

新型コロナウイルス感染症対策の経費が増加した令和2年度から令和4年度は割合が低くなっています。

旭川市の財政の特徴はどうなっているの？

義務的経費以外を見ると，住民税非課税世帯や子育て世帯への臨時特別給付金等の支給が減ったこと

などにより，その他が49億円減少しています。

注 6【扶助費】
社会保障制度の一環として，法令等に基づき被扶助者に対して生活を維持するために支出される経費及び市が単独

で行っている各種扶助の経費のことで，生活保護・児童福祉・障害者福祉・高齢者福祉・就学援助などがあります。

373 321 317 347 343 

58 
53 42 

54 26 

36 
67 79 

86 89 

390 400 398 
398 405 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

800 

900 

H24 H29 R2 R3 R4

市税と地方交付税等収入

市税

地方消費税

交付金

臨時財政

対策債

地方交付税

（億円）

857 841 836
885 863

（10年前）（5年前）



２ 財政状況の推移

7

■ 消費税引上げ分の活用
消費税率引上げ（平成26年4月に5%→8%，令和元年10月に8%→10%）分は，社会保障の充実や安定化

のため，次の事業に活用しました。

事業名 事業費

財 源

国・道など 市 うち地方消費税交付金
増収分充当額

社

会

保

障

の

充

実

産後ケア事業費 1,087万円 493万円 594万円 594万円

産前・産後ヘルパー事業費 531万円 － 531万円 531万円

児童虐待防止対策費 27万円 20万円 7万円 7万円

児童虐待予防・早期発見
推進費 531万円 512万円 19万円 19万円

子育て支援員研修費 254万円 158万円 96万円 96万円

保育士確保事業費 5,627万円 3,761万円 1,866 万円 1,866万円

実費徴収補足給付費 248万円 136万円 112万円 112万円

施設等利用費給付費 2億 3,506万円 1億 9,159万円 4,347 万円 4,347万円

新規参入施設巡回支援等
事業費 7万円 5万円 2万円 2万円

子育て世代包括支援センター
管理費 6,475万円 5万円 6,470 万円 6,470万円

病児保育事業費 2,150万円 1,519万円 631万円 512万円

特別支援保育事業補助金 1億 3,240万円 1,014万円 1億 2,226 万円 326万円

私立認可外保育施設運営
補助金 1,406万円 6万円 1,400 万円 54万円

保育体制充実費 3億 ,185万円 4,387万円 2億 5,798 万円 6,319万円

子育て短期支援費 107万円 61万円 46万円 1万円

ファミリーサポートセンター
運営費 1,440万円 821万円 619万円 227万円

子どものための教育・保育
給付費 103億 9,679万円 78億 3,176万円 25億 6,503 万円 2,729万円

放課後児童クラブ開設費 1億 0,171万円 7,390万円 2,781 万円 2,781万円

子ども医療費助成費 5億 9,837万円 1億 6,143万円 4億 3,694 万円 2億 2,716万円

出産支援推進費 1億 3,818万円 789万円 1億 3,029 万円 455万円

母子保健推進費 2,967万円 321万円 2,646 万円 674万円

社

会

保

障

の

安

定

化

国民健康保険事業特別会計
繰出金 36億 8,143万円 17億 ,556万円 19億 7,587 万円 9億 2,954万円

後期高齢者医療事業特別会計
繰出金 16億 3,120万円 10億 7,528万円 5億 5,592 万円 1億 4,835万円

介護保険事業特別会計
繰出金 56億 3,321万円 5億 2,834万円 51億 ,487 万円 32億 5,582万円

合 計 231億 ,503万円 117億 1,971万円 113億 8,532 万円 48億 4,209万円

消費税引上げ分の使いみちは？
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■ 財政調整基金と減債基金
特定の目的のために，資金を積み立てる又は運用するものとして，「基金」があります。

そのうち財政運営の調整財源に活用できるものとしては，財政調整基金と減債基金（注7）があります。

財政調整基金は，地方交付税の減少などによる財源の不足分を補塡するために取り崩した結果，平成20
年度には基金残高（注8）は4億円にまで減少しましたが，行財政改革や財政の健全化に向けた取組などによ
り，平成26年度には64億円まで増加しました。その後，地方交付税の減少などにより，令和元年度まで
再び取り崩す状況が続いていましたが，令和2年度及び令和3年度には取崩しを行わず，基金残高が増加に
転じました。令和4年度においても，新型コロナウイルス感染症関連の国庫補助金などで受入れの超過が
あったことや，地方交付税が追加交付されたことなどにより，取崩しを行わなかった結果，年度末基金残

高は89億円となりました。なお，令和4年度決算の実質収支額の2分の1（以下「剰余分」といいます。）で
ある19億円を積み立てた後の残高は108億円となっています。
減債基金は，市債の償還にあわせて活用しています。令和4年度は第三セクター等改革推進債や令和3年

度分の臨時財政対策債の償還に充てるため取崩しを行ったことから，残高は21億円となっています。
財政調整として活用できる財政調整基金と減債基金の残高の合計は110億円で，中核市平均の144億円

と比べると大きな開きがあります。

注 7【減債基金】
市債の償還に備えるための基金です。市債の償還額が他の経費を圧迫するような場合や年度による償還の負担を

平準化する場合などに活用します。
注 8【基金残高】

基金残高は，寄附金や運用利子などを積み立てたり，設置目的の経費に活用するために取り崩すことで変動します。
旭川市で基金残高を示す場合は，主に①「年度末の 3 月 31 日現在の残高」，②「①に出納整理期間中の増減を反映

した残高」があり，また，財政調整基金等では，③「②に決算の剰余分を加えた残高」があります。
この冊子では，一般的に使用される決算を反映した②で記載しています。

注 9【出納整理期間】
年度末の 3 月 31 日までに確定した債権の収入と債務の支払を行う翌年度の 4・5 月の 2 か月間の期間を指します。

旭川市の貯金とふるさと納税はどうなっているの？
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■ ふるさと納税
ふるさと納税とは，生まれ故郷はもちろん，お世話になった地域や，これから応援したい地域の力に

なりたいという思いを実現し，「ふるさと」へ貢献するための寄附金税制を活用した制度です。

旭川市では，寄附額，件数ともに年々増加しています。

令和4年度においては，寄附額は22億4千万円で前年度と比較して3億1千万円の増加となり，件数は
13万7千件で7千件の増加となりました。寄附額は，全国1,741市町村中79番目，中核市62市中5番目で

す。

■ 主な基金の目的と残高
ふるさと納税による寄附金は，返礼品などの経費に一部充当するほか，ご指定いただいた使い道に沿っ

た基金に積み立て，次年度以降に活用しております。寄附金を積み立てた主な基金の設置目的と基金残高

は次のとおりです。

基金 設置目的 基金残高（前年度比較）
R4ふるさと納税

の積立額

旭山動物園

施設整備基金

旭山動物園の動物展示施設等の整備及び動

物の購入に必要な経費の財源に充てるため

R3

R4

3億8,077万円

6億3,365万円 （＋2億 5,288万円）
2億8,150万円

子ども基金
子ども及び子育てに関する事業に必要な経

費の財源に充てるため

R3

R4

4億4,368万円

5億1,048万円 （＋6,680万円）
1億 2,293万円

育英事業基金
学生，生徒の修学に必要な経費の財源に充

てるため

R3

R4

8億5,161万円

8億9,763万円 （＋4,602万円）
6,929万円

科学館

施設整備基金

科学館の展示施設の整備及び科学館事業に

必要な経費の財源に充てるため

R3

R4

349万円

6,435万円 （＋6,086万円）
6,168万円

動物愛護基金
動物の愛護及び管理に関する事業に必要な

経費の財源に充てるため

R3

R4

6,807万円

1億 0,741万円 （＋3,934万円）
5,153万円

○新雪対策基金 雪対策の推進に関する事業に必要な経費の

財源に充てるため

R3

R4

－

2,560万円 （皆増）
2,460万円

社会福祉事業

基金

社会福祉事業に必要な経費の財源に充てる

ため

R3

R4

4億0,815万円

3億3,922万円 （△6,893万円）
2,394万円

産業振興基金
産業の振興に関する事業に必要な経費の財

源に充てるため

R3

R4

1,676万円

2,452万円 （＋776万円）
2,204万円

旭川市の全ての基金の設置目的及び基金残高については旭川市HPをご覧ください。
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■ 市債残高
「市債」とは，市が公共事業などを実施する際に借り入れる「借金」のことです。市債の利用は，事業

資金を調達するだけではなく，将来にわたり市債を償還（返済）していくことで，世代間の負担を公平に

するという役割もあります。

旭川市では，過去に市債の残高が年々増加し，その償還負担が市の財政を圧迫していましたが，

コスト削減や事業費の平準化を図るなど年度ごとの事業費を抑制し，市債の借入額を元金の償還額以下

に抑えることで，市債残高は平成17年度の1,949億円をピークに令和4年度は1,707億円まで減少してい
ます。

また，市民一人当たりの市債残高は53万円であり，中核市平均の38万円と比較すると，高い水準にあり
ます。

旭川市の借金はどうなっているの？
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■ 健全性を示す指標
｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣（以下「健全化法」といいます。）で定められた次の指標は，

監査委員の審査を受けて議会に報告し，公表することが義務付けられています。

■ 健全化判断比率
「実質赤字比率」，「連結実質赤字比率」，「実質公債費比率」，「将来負担比率」の4つの指標のいずれか

が早期健全化基準を超えると，｢財政健全化団体｣として財政健全化計画を策定し，自主的に財政の健全化

に取り組むことになります（※ 市町村の早期健全化基準は，財政規模に応じて異なります。）。

さらに，財政再生基準を超えてしまうと，国の監督のもと財政再建を目指す｢財政再生団体｣になって

しまいます。

旭川市の令和 4年度決算での各指標は，いずれも基準を超えておりませんが，実質公債費比率と将来負
担比率はともに悪化しております。

これは，借り入れた市債の元利

償還金に対する交付税措置額の割

合が減少したことや標準財政規模

が減少したことによるものです。

■ 資金不足比率
健全化法で定める公営企業会計は，旭川市の場合，水道事業，下水道事業，病院事業の3会計があり，

令和 4年度決算では，資金不足が生じた会計はありませんでした。

注 11【標準財政規模】
地方公共団体が自由に使える財源（一般財源）の標準的な規模を表します。
旭川市の令和 4 年度の標準財政規模は，831 億 1,968 万円です。

旭川市の財政の健全性はどうなっているの？

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

旭川市 ※ △4.67 ※ △9.65 8.5 82.0
早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 350.0
財政再生基準 20.00 30.00 35.0

健全化判断比率 ～ 地方公共団体の財政の健全性を示すもので，4つの指標があります。

◇ 実 質 赤 字 比 率 ： 普通会計の実質赤字が標準財政規模（注 11）に占める割合

◇ 連結実質赤字比率 ： 全会計の実質赤字が標準財政規模に占める割合

◇ 実質公債費比率 ： 一般会計等が負担する公債費が標準財政規模に占める割合

◇ 将 来 負 担 比 率 ： 一般会計等が将来負担すべき債務が標準財政規模に占める割合

資金不足比率 ～ 公営企業会計の資金不足が営業収益などの事業の規模に占める割合

※ 赤字比率が負数の場合は比率「－」となりますが，次のグラフで推移をわかりやすくするため，負数
表示としています。
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■ 財政の健全化に向けた取組
旭川市では厳しい財政状況を克服して，地方分権時代にふさわしい自立した行財政運営を推進するた

め，平成15年度に「旭川市行財政改革推進プログラム」（以下｢行革プログラム｣といいます。）を，平成
17年度には具体的な数値目標を掲げた「旭川市財政健全化プラン」（以下｢健全化プラン｣といいます。）
をそれぞれ策定し，その後，数回の改定を経て「行革プログラム」と「健全化プラン」の一体的な管理

により，行財政改革と財政の健全化に取り組んできました。

現在は，令和2年度に策定した「行革プログラム2020」に基づき，令和3年度から令和5年度までに
見込まれる収支不足額56億6千万円の解消を目指し，収入の確保と支出の抑制に取り組んでいます。

■ 達成度
「行革プログラム2020」では，全体的な財政状況を把握し，計画的な財政運営を行うため，次の

とおり財政健全化の指標と目標を設定しています。

令和4年度決算では，市税や住宅使用料の収納率，財政調整基金残高などの数値が前年度比で改善して
いる一方で，市債借入額及び残高は庁舎整備に伴う市債が増えたため，増加しました。

引き続き，各種取組を推進し，財政の健全化に努めていきます。

健全な財政運営に向けた取組はどうなっているの？

指標 目標 達成度（成果） R4 年度の説明

収

納

率

市税 R5 年度 97.9% 97.5%
（R4 実績）

新規滞納の抑制及び滞納の早期解消等によ
り，前年度から 0.3 ポイント改善しました。

住宅使用料 R5 年度 84.5% 85.4%
（R4 実績）

納入督促及び法的措置の実施の推進により，
前年度から 1.1 ポイント改善しました。

市債借入額
（一般会計・
建設事業等債）

4 年間（R2～R5）
450 億円以内 ー

R2 年度から R5 年度までの 4 年間で 450 億
円以内とする目標に対して，令和 4 年度の借
入額は 129 億円（R２からの累計は 312 億円）
となりました。

市債残高
（一般会計・
建設事業等債）

R5 年度末
1,135 億円以下

1,108 億円
（R4 末残高）

庁舎整備や小学校の増改築に係る借入れの
増などにより，前年度から 14 億円増加しま
した。

繰出金 R2～R5 年度で
累計 4 億円の縮減 ー

介護保険事業特別会計への繰出金が財政収
支見通しより減となったことなどにより，R4
年度予定額 112 億 2 千万円に対して，5 億 6
千万円減の 106 億 6 千万円となりました。

財政調整基金 R5 年度末残高
30 億円以上

89 億円
（R4 末残高）

前年度の決算剰余金等を積み立てる一方で，
取崩しを行わなかったため，前年度から 33
億円増加しました。

基金総額
（一般会計）

R5 年度末残高
40 億円以上

138 億円
（R4 末残高）

庁舎建設整備基金や減債基金などが減少し
た一方で，財政調整基金が大きく増加したた
め，前年度から 14 億円増加しました。

※ 市債借入額及び市債残高には，臨時財政対策債，R2 年度に発行した減収補塡債及び特別減収対策債を
含みません。
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